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放射線の影響対策

1

アイソトープ環境動態研究センターと地方自治体等との連携による
放射性物質の影響低減に対する支援活動
氏　　名：アイソトープ環境動態研究センター長 （生命環境系　教授）　松本 宏
活動地域：福島県及び茨城県の放射性核種による土壌汚染地域
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東日本大震災による原発事故後の放射性核種の汚染の実態と対策
氏　　名：アイソトープ環境動態研究センター長（生命環境系　教授）　松本 宏
活動地域：福島県及び茨城県の放射性核種による土壌汚染地域
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放射性汚染土壌の洗浄および高濃度汚染土の分離に関する実証研究
氏　　名：システム情報系　教授　京藤 敏達
活動地域：福島県泉崎村
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藻類を用いた放射性物質回収技術の開発
氏　　名：生命環境系長　白岩 善博
活動地域：被災地域
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広域被災地の農業復興に向けた放射性物質の移行モニタリングと
芝生等被覆作物による土壌中の放射性物質の物理的・生物学的除染と減量化
氏　　名：農林技術センター長（生命環境系　教授）　田島 淳史
活動地域：茨城県ほか
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藻類バイオマスの研究開発と東北復興支援 
                     生命環境系 教授 鈴木 石根 

活動地域 宮城県仙台市

 
【概要】 
震災により被災した仙台市からの要請により、藻類

バイオマス技術を活用して東北の復興を目指す。具体

的には、仙台市、東北大学との連携のもと、生活排水

を吸収して石油成分を生産する藻類バイオマスの研

究・開発を推進する。被災した仙台市南蒲生浄化セン

ターを拠点として、藻類による燃料生産と新しい循環

型システムの研究開発に取り組み、震災復興のみなら

ず新たなクリーンエネルギーの開発、藻類を用いた高

付加価値商品の開発等、被災地のみならず全国、そし

て世界に向けたモデルケースの構築を目指す。 
 

【内容】 
地球温暖化の進展やエネルギー資源問題等、地球規

模で取り組む課題が山積している中、平成 23年 3月 11
日、東日本大震災が発生した。様々な復興支援の形が

ある中、東北のために藻類バイオマスエネルギーを役

立てられないか、という視点で、仙台市との間で本事

業について検討を行った。 
 同年 11 月 10 日、藻類バイオマスプロジェクトに関
する連携協定を、仙台市及び東北大学との間で締結し

た。筑波大学は「藻類の生産技術確立」を、東北大学

は「オイル抽出・生成技術確立」を、そしてフィール

ドである仙台市は「下水処理施設を中心とした協力」

という役割分担で、三者が連携して東北の復興を目指

す体制が整った。 
 本事業のフィールドは、津波により大きな被害を受

けた仙台市内の下水処理施設である南蒲生浄化センタ

ーが中心となる。「オーランチオキトリウム」と「ボト

リオコッカス」という重油相当の成分を排出する 2 種
類の生産効率の高い藻類を活用する。下水処理におけ

る一部の工程にこれら藻類を用い、下水に含まれる無

機物を肥料として成長する。それら藻類は、石油の代

替の役割だけでなく、将来的には医薬品や化粧品など

の材料としても期待される。 
平成 24年 7月には、復興庁及び文部科学省による東
北復興次世代エネルギー研究開発プロジェクトに採択

された。本事業は、5年間の期間内に基礎研究を終え、 

将来的な実用化や他地域・他用途への展開を目指して

いく。 
平成 25年 4月 24日、仙台市南蒲生浄化センター内

に完成した仙台・南蒲生藻類バイオマス技術開発実験

室において開所式を行った。この拠点を使用して、下

水処理施設と藻類を利用したエネルギー生産、新しい

循環型システムの実現に向けた研究を進めて行く体制

が整った。 

 
筑波大学藻類実証実験温室 

 

【今後の展望】 
 現在は、ベンチスケール・ラボスケールの実験を進

めている段階である。本年度中に実証実験規模の培養

装置の概要を確定し、来年度中に詳細設計を行い、平

成 27年度中の屋外培養施設の竣工を目指している。プ
ロジェクトの最終年度である平成 28年度には、実証実
験施設の試運転を行い、実規模レベルの培養施設に必

要な要素技術の獲得、ならびにエネルギー収支コスト

の算出を行い、将来的に実規模の施設の建設にむけた

情報を獲得する予定である。 
 

 

平成 23年 11月 10日 調印式の模様 

 

 
平成 25年 4月 24日 仙台・南蒲生 藻類バイオマス技

術開発実験室開所式の様子 

藻類バイオマスの研究開発と東北復興支援
氏　　名：生命環境系　教授　鈴木 石根
活動地域：宮城県仙台市
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平成 25年 9月 21日現在 

震災の記憶を伝えるための被災地視察の受け入れ体制構築と中長期的なプログラムの開発 

芸術系 准教授 吉田 正人 

活動地域 宮城県南三陸町、岩手県大槌町 

 

【概要】 

将来的な防災・減災のため、あるいは域外からの被

災地への関心を長く維持し続けるため、さらには直接

的な経済効果を得られるという点から、次の世代に被

災状況の記憶を伝達していくことが重要である。震災

から時間が経過し復興が急速に進められている中で、

今後、地域の振興に結びつけられるような、また記憶

の伝達に効果的なプログラムの開発は重要であると考

える。 

本プロジェクトでは、実施されている被災地の視察

ツアーの実態把握を行うとともに、地域の住民や観光

関係者と連携し、今後の実施に向けた課題の抽出を行

った。 

 

【内容】 
これまでの実施内容の概略は以下の通りである。 

(1) 被災地の視察ツアーの実態把握 

現在、ツアーが実施されている地域で状況を把握

するとともに、広域的にツアー実施のサポートを行

っている組織へのヒアリングを実施した。現地視

察・ヒアリングの訪問先は以下の通りである。 

・宮城県関係 

宮城県経済商工観光部観光課、みやぎ観光復興支

援センター、南三陸町各関係者 

・岩手県関係 

  岩手県沿岸広域振興局経営企画部産業振興課、久

慈広域観光協議会、田野畑村、宮古市、大槌町、

釜石市の各関係者 

視察ツアーの受入れ体制は地域毎に主体や実施の

内容（ボランティア主体、研修に力を入れる、旅行

会社の送客の受け入れが主体等）が異なっているが、

基本的には震災前の観光・交流事業の体制を引き継

いでいることが窺えた。今後は、長期的に外部から

の受入れを続けていくため、地域が主体的に活動可

能な体制づくりが必要とされる。 

 

(2) 大学生による視察ツアーへの参加と住民との協議 

大学生が現地を訪問、ツアー内容を体験するとと

もに、地元関係者と協議を行った。 

① 筑波大学大学院生の南三陸町訪問 

（平成 24年 6月実施） 

   筑波大学人間総合科学研究科博士前期課程１年

生および教員の計 22名が同町を訪問、田植えボラ

ンティアや、主に団体向けに実施されている「語

り部の会」による被災地見学ツアーに参加、その

意義について協議した。 

 

南三陸町「学びのプログラム」実施状況 

（平成 24年６月、ベイサイドアリーナでの展示パネルの解説） 

 

② 立教大学生・東京工業大学生の大槌町訪問 

（平成 25年 3月実施） 

立教大学観光学部２年生、東京工業大学工学部４

年生、および教員の計 10 名が同町を訪問、「一般社

団法人おらが大槌夢広場」が実施するガイドツアー

の体験、学生フォーラムへの参加などを行った。ま

た被災体験を有する旅館の経営者や住民の方から視

察ツアーを受け入れることや今後の復興についての

意見を伺い、今後の課題について協議を行った。 

 

大槌町ガイドツアー実施状況 

（平成 25年３月、城山公園より市街地を見下ろしての解説） 

震災の記憶を伝えるための被災地視察の受け入れ体制構築と
中長期的なプログラムの開発
氏　　名：芸術系　准教授　吉田 正人
活動地域：宮城県南三陸町、岩手県大槌町
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平成 25年 10月 2日現在 

茨城インフラ復旧復興支援 －ハードウエア・ハザード・マネジメント－ 

システム情報系 准教授 金久保 利之 

活動地域 茨城県 

 

【概要】 

 平成 23年東北地方太平洋沖地震では、茨城県内随所

において、道路の寸断、橋梁・堤防の損壊、地盤変状、

建物の損壊、ライフラインの停止等、インフラの被害

が多く見受けられた。本プロジェクトの目的は、茨城

県や県内市町村と連携し、ハードウェアの被害状況の

精査と既存の防災戦略の検証を通して、インフラの復

旧復興支援を行うことである。平成 24年度以降は、被

害の分析や、将来予想される地震で生じる被害を予測

し、防災戦略に生かす基礎資料を整備する活動を行う

とともに、各種講演会、研修会に参画している。 

 

【内容】 

 具体的な活動として、以下の内容がある。本稿では、

図と説明文を掲載し、活動の一部を紹介する。 

・茨城県内建物の被災状況のとりまとめ 

・茨城県内の水処理系ライフラインの被害分析 

・茨城県沖から房総沖の大地震を想定した茨城県内の

建物被害推定 

・茨城沿岸の想定津波の伝播特性の分析 

・鹿行地域の液状化被害と今後の対策に関する調査 

 
図 1.屈折線図：地形効果により波向線が偏り、線の間隔が狭

まる領域で波高が増大する。 

 

 
図 2.液状化対策：地下水低下不飽和化工法による、地盤の液

状化を防止するための試験施工の実施状況。 

 
図 3.水処理系ライフラインの被害分析：非液状化領域と液状

化領域に切り分けて被害箇所を特定する。液状化が生じた場

合、6倍程度大きい被害が予測される。 

 

  
図 4.大破した建物の地震応答解析：ブロック造の垂壁・腰壁

による柱内法スパンへの影響を適切に考慮することで、実被

害と対応する解析結果が得られる。 

 
図 5.茨城県沖を震源とする地震の建物被害予測：アスペリテ

ィが異なる震源モデルでシミュレートする。場合によっては

県内で 1.1～2.3万棟の住宅が全壊する。 

 

  
図 6.小学校での防災教育の例：体験型防災学習「建物を補強

しよう！」 
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茨城インフラ復旧復興支援
－ハードウエア・ハザード・マネジメント－
氏　　名：システム情報系　准教授　金久保 利之
活動地域：茨城県
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平成 25年 9月 21日現在 

巨大地震による複合災害の統合的リスクマネジメント‐茨城県から日本の復興を目指して‐ 

生命環境系 准教授 八木 勇治 

活動地域 茨城県 

 

【概要】 

 平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災により、東北地

方や、茨城県も含めた関東の太平洋沿岸地域では、こ

れまでに想定されなかった甚大な被害を受けた。今回

の大震災であらためて明らかになったことは、巨大地

震から派生する複合災害の存在であった。この被害の

連鎖のメカニズムは複雑であり、これを対処するには

複数の学問分野の知識や理解が必要である。今回の震

災でも頻繁に用いられた「想定外」を打破するために、

私たちは新たな学際分野の創造を目指している。 

 

従来型の研究の課題と本プロジェクトの試み 

 

【内容】 

(1) 目的 

本プロジェクトでは、筑波研究学園都市内の研究機

関との協働により、東日本大震災の復旧・復興を支援

するとともに、ケーススタディとして茨城県沖巨大地

震を想定し、最新の研究知見を用いたシナリオ作成と

対策を考え、茨城県及び関係自治体等に提言すること

を目的としている。 

(2) 実施期間 

平成 24年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

(3) 5つの特徴 

① 複合災害に立ち向かうために、筑波大学と筑波

研究学園都市内の各研究機関の協働による研究プ

ロジェクトの推進（＝オールつくば体制の構築） 

② 不確定性によって、被害が拡大しないように、

各研究グループの研究に他の研究グループが関わ

り、統合的リスクマネジメントを連携化 

③ 被災地に近い総合大学として、茨城県内及び東

北地方の復興支援に積極的に関与 

④ 今まで想定されてこなかった茨城県沖巨大地震

について、シナリオを作成し、将来の（想定外）

大震災への準備 

⑤ 研究分野を繋ぐ若手人材の育成を推進 

(4) 推進体制 

 研究テーマ 代表者（所属） 研究メンバーの所属機関 

G1 巨大地震と津

波の特性 

八木勇治 准教授 

(筑波大学生命環境系) 

筑波大学・東京大学・産総

研・防災科研・建築研・気

象研・国土地理院 

G2 強振動、津波、

土砂災害 

山田恭央 教授 

(筑波大学ｼｽﾃﾑ情報系) 

筑波大学・防災科研・土木

研 

G3 社会的基盤施

設の被害 

庄司学 准教授 

(筑波大学ｼｽﾃﾑ情報系) 

筑波大学・千葉大・産総研・

防災科研・建築研・国総研・

JAXA・電研・鹿島建設 

G4 長期災害と環

境問題 

田村憲司 教授 

(筑波大学生命環境系) 

筑波大学・土木研・国総研・

JAXA・農工研 

G5 複合災害に伴

う人間行動と

社会的影響 

糸井川栄一 教授 

(筑波大学ｼｽﾃﾑ情報系) 

筑波大学・産総研・建築研・

国総研 

G6 都市・地域の計

画と復興 

大澤義明 教授 

(筑波大学ｼｽﾃﾑ情報系) 

筑波大学・産総研・防災科

研・建築研・国総研・環境研 

なお、プロジェクトの円滑な進行と国内外との連携

促進のため、PJ担当教員を 2名配置している。 

(5) 平成 24年度の活動内容 

 平成 24年度は、プロジェクトの初年度ということも

あり、東日本大震災を例に巨大地震のメカニズムや被

害の実態、現状の復興課題等の明確化を主目的として、

調査研究活動及び地域貢献活動を行った。 

 

【今後の展望】 

 本プロジェクトは、社会的注目度が高く、被災地茨

城県に立地する筑波大学及び筑波研究学園都市の研究

機関にとって非常に重要な研究プロジェクトであると

認識している。その上で、今後、我々が取り組むべき

課題として、「現地を向いた継続的活動の実施」、「分野

間、組織間の協働体制の構築」、「プロジェクトマネジ

メントと情報発信の強化」が挙げられる。来年度以降

も我々は、茨城県から日本の復興を目指し、かつ想

定される巨大地震への対策を構築していく。 

（文責：システム情報系助教 太田尚孝） 

巨大地震による複合災害の統合的リスクマネジメント
－茨城県から日本の復興を目指して－
氏　　名：生命環境系　准教授　八木 勇治
活動地域：茨城県
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－地域復興に向けた知の貢献－ 茨城県北及び鹿行震災復興シンポジウムについて 

システム情報系 教授 大澤 義明／糸井川 栄一 

活動地域 茨城県 

 

【概要】 

 平成 23年度、筑波大学は、茨城県内で震災による甚

大な被害を受けた各市（北茨城市、高萩市、鹿嶋市、

神栖市、潮来市）と震災復興に向けた連携協定を締結

した。この協定に基づき、本学による茨城県内被災地

の復興・再生に向けた取り組みを紹介するとともに、

単なる復旧に留まらない魅力と活力に満ちた復興、将

来を見据えた交流促進、連携強化を目的として後述の

ように「茨城県北及び鹿行震災復興シンポジウム」を

開催した。 

なお、本シンポジ

ウムは、本学が中心

となって進めてい

る文部科学省特別

経費研究プロジェ

クト「巨大地震によ

る複合災害の統合

的リスクマネジメ

ント」の一環として

行われ、上記、協定

締結自治体のほか

国立大学協会から

も開催にあたり支援を受けた（詳細や関係資料等は、

HP（http://megaquake.tsukuba.ac.jp/）を参照のこと）。 

 

【内容】 

(1)「知の貢献、安心安全な生活空間を創出する－鹿行

震災復興シンポジウム－」（平成 24 年 10 月 14 日：茨

城県神栖市平泉コミュニティセンター） 

  

 赤平副学長及び神栖市保立一男市長の挨拶の後、シ

ステム情報系糸井川栄一教授による「津波想定と避難」、

同じく庄司学准教授による「液状化とインフラ被害」、

芸術系山本早里准教授による「創造力と芸術による復

興実践活動」の講演が行われた。その後、市民の方と

本学教員によるパネルディスカッションが行われ、地

域における絆の重要性、震災に強い産業・社会インフ

ラ整備、防災教育の在り方等について、活発な議論が

展開された。本シンポジウムは、市民、行政関係者、

研究者、学生等 120名以上の参加があった。 

 

(2)「まちづくりの転機、地域再生を追求する－茨城県

北震災復興シンポジウム－」（平成 24 年 11 月 25 日：

茨城県高萩市文化会館） 

  

  米倉実副学長及び草間吉夫高萩市長の挨拶の後、八
木勇治准教授（生命環境系）による「茨城県沖地震発

生メカニズム」、佐藤晋爾講師（医学医療系）による「東

日本大震災被災地の『こころの復興』」の 2つの講演が、

社会工学の学生チームから「ワカモノ・ソトモノ目線

での高萩再生プロジェクト」と題し、2つのプレゼンが

行われた。その後、市職員、市民及び教員によるパネ

ルディスカッションが行われ、「コミュニティづくりに

おける行政と市民の役割」や「発想の転換の重要性（避

難訓練と健康運動の融合提案）」等について、活発な議

論が行われた。本シンポジウムは、市民、行政関係者、

研究者、学生等、約 150名の参加があった。 

 

【今後の展望】 

平成 25年度も引き続き、10月 6日に鹿嶋市にて「復

興鹿嶋のビジョン-子供の未来を考える-」と題して、

12月 1日には北茨城市にて「東日本大震災からの教訓-

若い力とともに地域の絆を高める-」と題して同様の現

地開催型・地域連携型のシンポジウムも開催する予定

である。これらを通して、茨城県内の被災地だけでな

く、広く我が国の震災復興、地域再生に積極的に貢献

していきたい。 

 （文責：システム情報系助教 太田尚孝） 

－地域復興に向けた知の貢献－
茨城県北及び鹿行震災復興シンポジウムについて
氏　　名：システム情報系　教授　大澤 義明／糸井川 栄一
活動地域：茨城県



復興まちづくり

11

筑波大学連携いわき市高校生によるまちづくり提案 －若い世代、震災復興、地域再生－ 
システム情報系 教授 大澤 義明／糸井川 栄一 
活動地域 福島県いわき市 
 
【概要】 
 震災復興事業も、短期的から中長期的な視点での支

援、その中でも、若い世代の意見を復興や地域再生へ

どのように反映させるかが大きな課題といえる。 
 そこで、本事業では、被災地の高校生にまちづくり

へ参加する機会を提供し、若い世代に対する知と夢の

醸成と、学問に対する興味・関心の継続的向上を促進

させ、人材育成を通じた震災復興に貢献していくこと

を目的としている。 
 なお、この事業は、高校と大学が連携し、模擬講義、

事例見学、ワークショップ、シンポジウムと、一年を

通じて実施するプロジェクトである。 
 

【内容】 
(1) 5月 筑波大学での模擬講義 

 平成 25年 5月 16日、福島県立磐城桜が丘高等学校 2

年生 317 名が本学を訪問した。全体の大学紹介、学生

による受験体験談の後、理系 6 分野、文系 3 分野に分

かれ、筑波大学アソシエイト（シニア・プロフェッサ

ー）による模擬講義を実施した。 

 

模擬講義の様子 

(2) ７月 つくばのまちづくり事例見学 

 平成 25 年 7 月 13 日、先進的なまちづくりについて

専門的に学ぶため、福島県立磐城桜が丘高校の生徒 35

名と引率教員 3名、合わせて 38名が本学を訪問した。 

 本学からは、システム情報系の糸井川栄一教授、梅

本通孝講師、太田尚孝助教の 3 名が中心となりコーデ

ィネートを行い、模擬講義や見学先で説明等を行った。 

 見学先は、つくばセンター地区、つくばエクスプレ

ス沿線開発地区として緑住農一体型開発が行われてい

る中根・金田台地区、大型ショッピングセンター等と

し、先進的なまちづくり事例について、各教員、つく

ば市やショッピングセンター職員等の説明を踏まえ、

まちづくりを体験的に学習してもらった。 

 

中根・金田台地区の見学の様子 

(3) 8月 いわき市でのワークショップ 

 平成 25 年 8 月 8 日から 10 日のいわき市でのワーク

ショップは、5月の模擬講義、7月の事例見学を踏まえ、

福島県立磐城桜が丘高校 35 名、磐城高校 7 名の計 42

名が、いわきのまちづくり課題を発見し、新たな提案

を行うことを目的として開催した。 

 高校生のまちづくり提案に対しては、筑波大学の教

員 7名と大学院生・学類生 10名が、考え方や分析手法

など様々なサポートを行った。二泊三日のスケジュー

ルの中には、KJ 法による課題抽出、まち歩き、市役所

へのヒアリング、GISや景観シミュレーションを用いた

分析等が組み込まれており、最終日の午後には班ごと

に成果を発表し、参加者の投票により最優秀賞、優秀

賞を決定し、賞を授与した。 

 

いわき市でのワークショップ風景 

(4) 11月及び 12月 成果発表とシンポジウム 

 一連の高校生のまちづくり提案の成果は、平成 25年

11 月 4 日の筑波大学学園祭にて開催される「筑波大学

高大連携シンポジウム 2013‐地域課題克服へ若い世代

が動く‐」、及び 12月 22日のいわき市での「いわき市

まちづくり復興シンポジウム‐若い世代とともに未来

への基盤を築く‐」の場で発表する予定である。 

（文責：システム情報系助教 太田尚孝） 

筑波大学連携いわき市高校生によるまちづくり提案
－若い世代、震災復興、地域再生－
氏　　名：システム情報系　教授　大澤 義明／糸井川 栄一
活動地域：福島県いわき市
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震災による買い物環境の変化と将来に向けた
買い物利便性の確保と向上について
氏　　名：システム情報系　教授　谷口 守
活動地域：福島県いわき市
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平成 25年 9月 21日現在 

東日本大震災被災地域における居住環境の再編・復興支援プロジェクト 
生命環境系 准教授 松井 圭介 
活動地域 茨城県日立市および岩手県下閉伊郡山田町 
 
【概要】 
本プロジェクトでは、茨城県日立市および岩手県山

田町を対象とし、(1) 地域コミュニティによる避難所運
営とその後の地域防災への取り組み（日立市）、および

(2) 仮設住宅団地における住民の生活環境を分析（山田
町）し、課題解決に向けた議論を進めることにある。

日立市では、災害時に必要となる施設などの分析をも

とに、オンラインでの防災地図作成に取り組んでいる。

また、市立駒王中学校において、中学生 20名と大学院
生による防災マップ作りのワークショップを開催した。

山田町では、現地での実態調査を継続的に進めている。 
 

【内容】 
 日立市プロジェクトでは、茨城県日立市の中心市街

地（中小路地区）、沿岸部の集落（河原子地区、久慈地

区）を対象として、地域コミュニティによる避難所運

営とその後の地域防災への取り組みについての現地調

査を行った。調査では、自治会の関係者や住民へのイ

ンタビューおよびアンケート調査を行った。また、震

災後の住民の避難行動については、Arc-GIS online を
活用してデータを取得し、災害時に必要となる施設な

どの分析を行った。それらをもとに、オンラインでの

防災地図作成に取り組んでいる。これに加えて、被災

の周辺地域にあたる茨城県がマスメディアでどのよう

に報道されたのかの分析も進めている。また、日立市

立駒王中学校において、中学生 20名と大学院生による
防災マップ作りのワークショップを開催した。

 
図１ 日立市における建物被害の状況 

山田町プロジェクトでは、被災地の生活環境の実態

および課題について、聞き取り調査を進めている。山

田町では、小売店や病院への被災者の移送など、様々

なボランティア活動が展開されている。補助金により、

公共交通機関も震災前より充実した。被災地では、ボ

ランティアや復興工事関連の作業員の流入により、昼

間人口は急増している。こうした商圏人口の増加に加

え、中核都市である宮古市、釜石石に近接する山田町

では、大手スーパーやコンビニなどの郊外出店が相次

いでいる。住民の生活環境は急速に向上している。 
一方で、町の郊外分散が顕在化している。仮設住宅

では、住民同士が助け合いながら暮らしている。しか

し、震災から 2 年が経過する中で、活力のある被災者
は生活を再建させ、仮設団地を出始めている。残され

るのは、独居老人たち弱者である。平成 30年の復興工
事終了に伴う昼間人口の減少は、大手チェーンの撤退

を誘引しかねない。公共交通機関の補助金も、やがて

終了する。こうした将来を見据えながら、仮設住宅（復

興住宅）に残される弱者に配慮した持続的な街づくり

を進める必要がある。 

 
図２ 山田町におけるフードデザートマップ 

山田湾

山田

船越

織笠

大沢

スーパー
小型店

仮設住宅

FDsレベル
高

低

東日本大震災被災地域における居住環境の再編・復興支援プロジェクト
氏　　名：生命環境系　准教授　松井 圭介
活動地域：茨城県日立市および岩手県下閉伊郡山田町
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地域コミュニティ復興・再生のための経験「知」交流ネットワークの構築
－能登半島から東日本へ－
氏　　名：人間系　教授　手打 明敏
活動地域：宮城県山元町
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創造的復興プロジェクト（CREATIVE RECONSTRUCTION） 

芸術系 教授 五十殿 利治 

活動地域 福島県、茨城県ほか 

 

【概要】  

 本プロジェクトは、平成 23年の東日本大震災で被災

した地域や人たちに対して筑波大学芸術系が中心とな

り、平成 24 年度から 27 年度までの 4 年間を通じて行

う復興支援プロジェクトである。筑波大学の多領域に

わたる専門分野（医学、社会工学、科学など）と芸術

とが協働し、学生と地域文化や文化財の復旧、教育の

支援活動、街並の復旧など被災地の多様なニーズに応

えることを目的としている。そして芸術が持つ豊かな

創造力や発想力、ものづくりの技術などを活かした創

造的復興（Creative Reconstruction）を目指すととも

に、こうした社会活動を通じて「繋ぐ力」、「情報発信

力」、「突破力」を備えた学生の育成を行う。 

 

【内容】 

 昨年に引き続き「視点構築論」では、震災を複眼的

視点で捉えるために、被災地で実際に活動しているア

ーティストや専門家を招聘し講義を行った。 

 「視点構築演習」では、学生たちの希望をもとに各

活動エリアに分かれ、被災地のニーズを調査した上で

復興支援活動を行っている。各エリアでの活動は、昨

年の活動を引き継ぎ、震災から２年目の状況と向き合

いながら進行中である。 

 6月には「視点構築演習」を履修する学生とともに三

陸地方を訪問し、被災された方や支援活動をされてい

る方のお話を伺い、被災地の現状を視察した。 

 7 月の「週末アートスクール・イン・つくば」では、

福島県在住の小中学生を対象に、筑波大学と周辺施設

で夏休みのアートスクールを開講し、子供と保護者が

楽しみながらアートとサイエンスに触れる機会を作っ

た。本プロジェクトのため、実習室が整備されたこと

により、多様な演習や活動の実施が可能となった。 

 授業外の活動である「FUKUSHIMA VOICE」は、筑波大

学と映画制作会社アップリンクとが共同でドキュメン

タリー映画を製作する。学生主導で、福島県いわき市

で被災された方や、支援活動をされている方の声を記

録し、福島の今を世界に発信していく。 

 

 
会津若松市城北小学校北応急仮設住宅で行われた「おおくま

つくば夏祭り」の様子 

 

 

「週末アートスクール・イン・つくば」の様子 

『最後の晩餐』の登場人物に扮する子供たち 

 

 

「FUKUSHIMA VOICE」撮影実習の様子 

              （CRプロジェクト室） 

 

創造的復興プロジェクト（CREATIVE　RECONSTRUCTION）
氏　　名：芸術系　教授　五十殿 利治
活動地域：福島県、茨城県ほか
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建築系大学ネットワークによる牡鹿半島漁村の復興案実現の持続的支援
氏　　名：芸術系　准教授　貝島 桃代
活動地域：宮城県石巻市
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平成 25年 9月 21日現在 

ICTを活用した仮設住宅居住者への遠隔健康支援 Project 

体育系 教授 久野 譜也 

活動地域 福島県伊達市 

 

【概要】 

今回の事業の目的は、東日本大震災における仮設住

宅への居住期間は、少なくとも 2 年以上が見込まれて

いることより、早期に個々の住民の健康課題の発見と、

健康課題を生じさせないような継続的な健康支援シス

テムの構築が危急の課題であった。それ故、長期間の

サポート体制が必要となり、そのためには遠隔による

予防システムの構築が重要となっている。そこで、福

島県伊達市に設置された飯舘村仮設住宅の住民に対し

て、平成 24年度に引き続き、遠隔よりの健康づくりの

ための個別の処方と健康づくりの継続支援が可能であ

る e-wellnessシステムを導入し、閉じこもりになりが

ちな住民の健康支援を行った。 

 

【内容】 

 ICTによる遠隔から、一定の身体活動量の維持と筋力

トレーニングの実施するような健康支援を可能とする

e-wellnessシステムを使用することより、個人ごとに

歩数や筋力トレーニング目標を設定し、運動教室を毎

週定期的に開くことにより、運動の習慣化を指導した

（平成 23年度 10月～）。最新のバイタルモニターの機

器である歩数計と血圧計を全員に無償配布し、日々測

定を習慣化してもらった。そして、1～2週間ごとに個々

人の歩数や血圧のデータを、現地集会所に設置された

PC端末に設置されたデータ転送の機器に置くだけで、

それらのデータを筑波大学久野研究室に自動送信され、

本プロジェクトに参加した研究者が定期的にデータを

確認し、それらの現地専門職が個別にアドバイスする

ことにより、具体的な健康づくり支援を行った。 

 さらに、今回はこれまで実施した健康づくり支援の

成果を参加住民への報告会と花見会イベントを開催し

た。具体的な成果報告内容としては、仮設住宅の約 7

割にあたる 79人が参加し、同様なサイクルで継続的に

行ってきたこと。開始時の段階で、実年齢が平均 70歳

に対し、体力年齢は 75.8歳と体力低下が著しい、課題

の多い集団であったが、平均 1日当たり 1,000歩以上

の歩数の増加が認められ、参加者 77人のうち 75%が意

識的に歩くようになったことなど。これは、一般的な

地域在住の高齢者と同程度のレベルまで達してした。

本年 3月の体力年齢は、開始時と比較して約 3歳若返

り、72.4歳であった。その他の体力点数も統計的に有

意な改善が示された。その結果、参加住民の 9割以上

の健康状態が震災時に比べて良好になり、飯舘村役場

の担当者からは、飯舘村の他の仮設住宅居住者に比べ

ると、明らかに良好者の割合が高いことからも、遠隔

による ICTの利活用が可能な e-wellnessシステムによ

る健康支援は、当初の目的を達成できたものと判断で

きる。 

 

 

健幸づくり支援プロジェクト報告会とチューリップお

花見会を実施 ※報告は代表者（右上） 

 

【今後の展望】 

 健康づくりは、これまでの科学的根拠から判断する

と、その効果は継続実施しないと持続しないことが示

されている。仮設住宅への居住期間は、まだその見通

しが立っていないことからも早期に個々の住民の健康

課題の発見と、健康課題を生じさせないように継続的

な健康支援システムの構築が危急の課題である。その

ため、本プロジェクトチームもそれを実施すべくその

体制構築を急ぎ、今後仮設住宅が撤収されるまで支援

活動を続ける。 

ICTを活用した仮設住宅居住者への遠隔健康支援Project
氏　　名：体育系　教授　久野 譜也
活動地域：福島県伊達市
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平成 25年 9月 21日現在 

子どもと地域の元気を創出するＳＰＡＲＴＳプロジェクト 

体育系 教授 征矢 英昭 

活動地域 岩手県陸前高田市ほか 

 

【概要】 

平成 23 年度より小学校や仮設住宅へ訪問し SPARTS

プログラムとして、運動教室、縄跳び教室や体育測定

のサポート等を学生とともに行なう中で、学校教育の

現場でも子どもたちの体力の低下が切実な問題となっ

ている現状に直面した。 

そこで私たちは、被災地区の小学校と共に SPARTSプ

ログラムを適切にカスタマイズし、ゼロ時間や業間に

アレンジするなど学校カリキュラムでの展開を進めて

いる。さらに、陸前高田市内の小学校にとって体育教

科教育のサポーターとして教員向けの研修会等を行っ

ている。 

 

【内容】 

仮設住宅は小中学校の敷地内に建てられることが多

く、これによって、子どもたちは体育や課外で身体を

動かすスペースが十分に確保されていない。また、学

校の罹災により離れた別の学区へと通学する生徒も多

く、時間的な制約により運動参加へのチャンスも減少

している。当初、SPARTSプログラムをイベントとして

小学校および仮設住宅で実施してきたが、子どもたち

の体力低下を食い止めるには単発のイベントでは不十

分である。そこで、本年度は、①小学校体育教育にお

ける体力向上・スキルアッププログラム、②地域住民

全体で行う元気エクササイズに取り組みを集約し実施

する。 

 

小学校での実施を通じて、私たちが特に配慮したの

は、教育現場である学校の「授業」を妨げないこと、

そして体力の向上とともに、子どもたちの気分を向上

させることである。これこそが、自主的な継続におい

て非常に重要な要素である。 

 

また被災地域において健康と生活の質向上を目的と

したこれらの取り組みが継続して行えるよう、確固た

る仕組みを構築する必要がある。このため、陸前高田

市教育員会と協力し、小学校の体育の授業にあわせた

プログラムを開発。教員にプログラム指導のための講

習会を実施した。 

 

陸前高田市での講習会の様子 

さらに、筑波大学体育系の教科教育およびスポーツ

科学に触れて、教員自ら積極的に子どもたちの体力問

題に取り組んでいけるよう、研修会を実施。今後はよ

り効率的な普及を目指し、本プログラムの教材化の検

討も行う。 

私たちの開発した SPARTSは、東日本大震災の復興地

で子どもたちの身心の元気をもたらすプログラムとし

て、平成 23年度(新規)-24年(継続)、平成 25年度(新

規)に文部科学省の復興教育支援事業として採択され

ている。また、公益財団法人 JKAの支援を受けて、東

北各地の小学校でも実施している。 

子どもと地域の元気を創出するSPARTSプロジェクト
氏　　名：体育系　教授　征矢 英昭
活動地域：岩手県陸前高田市ほか
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平成 25年 10月 24日現在 

避難所生活者のための廃用症候群防止プログラムの立案および健康コミュニティ形成 
体育系 教授 田中 喜代次 
活動地域 宮城県亘理郡山元町、福島県双葉郡楢葉町 
 
【概要】 
 避難所での生活は、特に高齢者における身体活動量

が大きく制限され、廃用症候群（運動不足による筋委

縮等）発生が懸念される。巨大地震と大津波によって

甚大な被害を受けた宮城県亘理郡山元町と原発事故に

よって避難を余儀なくされている福島県双葉郡楢葉町

の高齢者に対して、運動を柱とした健康支援によるコ

ミュニティ形成を企画した。 
 
【内容】 
(1) 宮城県山元町への支援活動 
平成 23年度は、山元町役場、東北福祉大学の協力を
得て、山元町運動支援リーダーをスクエアステップ・

リーダーとして認定する事業を展開してきた。スクエ

アステップは、身体機能の向上、転倒予防、認知機能

改善、さらにＱｏＬ改善、友人づくり、閉じこもり防

止などの効果が期待されている。 
 スクエアステップ・リーダー養成講習会は、平成 23
年 8月より開催され、2年間で山元町の運動支援リーダ
ー計 31名が参加し、認定試験には全員が合格した。リ
ーダーの活躍により、平成 24年 3月には 23ヵ所の運
動教室が開催されている。平成 24年 3月に開催された
山元町運動推進大会では、300名以上が参加し、「生き
方上手で元気長寿実現！」と題した講話と、スクエア

ステップや山元町のご当地体操などが披露された。平

成 24年 7月に体力測定会を開催して、100名以上の高
齢者が参加し、運動教室参加者は非参加者と比べて良

好な体力を保持していることが明らかになった。 
 

 

運動推進大会でご当地体操を発表する地元住民 

 

8月には第 60回日本教育医学会記念大会学会で山元
町運動支援リーダーがご当地体操の発表を行い、山元

町の活力を全国に波及する活動を展開してきた。平成

25 年にも体力測定、講演会、運動指導、仮設住宅での
交流会などを継続している。 
 
(2) 福島県楢葉町への支援活動 
福島県楢葉町では、身体機能評価および運動習慣形

成および運動不足防止の取り組みに協力してきた。健

康状態および体力の調査より、楢葉町民の体力は、同

年代の高齢者と比較して歩行能力および下肢の筋力が

低レベルであったが、昨年度と比較すると統計学的に

有意に改善していた。一方、握力は昨年度よりも低下

していた（図 1）。被災後の生活の中で、被災前に行っ
ていた農作業など把持力を必要とする活動ができなく

なったことが一因であると考えられる。 
精神健康調査では、対象者の 40％において精神的健

康が不安定である可能性が示された。さらに、昨年度

と比較すると精神的健康状態の悪化がみられた。これ

は、原発警戒区域の解除とともに、自宅の現状を目の

当たりにしたことで帰還困難による将来への不安感が

増幅し、精神的健康へ影響したと考えられる。 
 

 
図 1．楢葉町住民の体力レベルの変化 

 
 平成 25年も事業を継続しており、体力およびこころ
の状態に関する追跡調査と、原発関連時事および環境

の変化に合わせた柔軟な健康支援策の構築を目指して

いきたいと考えている。 

避難所生活者のための廃用症候群防止プログラムの立案および
健康コミュニティ形成
氏　　名：体育系　教授　田中 喜代次
活動地域：宮城県亘理郡山元町、福島県双葉郡楢葉町
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平成 25年 10月 2日現在 

被災地高齢者の心と体を元気にする運動プログラム開発と普及のための人材養成システム構築 

体育系 准教授 大藏 倫博 

活動地域 宮城県石巻市 

 

【概要】 

宮城県石巻市は、東日本大震災により甚大な被害を

受け、現在も多数の住民が仮設住宅での生活を強いら

れている。我々は、仮設住宅の男性入居者を対象とし

たサークル（大橋メンズクラブ）の活動を、体育科学

的な側面から支援してきた。今年度の目標は、特に男

性を中心として筋量、筋力、活動量の向上を目指した

働きかけをおこなうとともに、定期的にそれらを測定

評価しフィードバックすることで、体を動かす意欲を

向上させることとした。 

 

【内容】 

 大橋メンズクラブは、石巻市大橋仮設住宅に入居し

ている男性を対象に、平成 24年 9月に石巻市が発足さ

せたサークルである。当初は、独居男性への栄養指導

が主な目的であったが、参加者からの要望もあり、平

成 25年度からは運動プログラムも含まれるようになっ

た。参加者は約 30名であり、平成 25年 7月までは月 1

回、8月からは月 2回の活動をおこなっている。 

(1) 大橋メンズクラブでの運動プログラム 

 

写真 1.  玄米ダンベル体操の実践風景 

 

全身の筋量、筋力アップをねらいとした、玄米ダン

ベル体操（写真 1）を中心とし、ラジオ体操やオリジナ

ル体操などをおこなっている。 

(2) 各種測定を活用した支援プログラム（写真 2、 3） 

① 体組成（筋量）測定 

玄米ダンベル体操の実践により向上が期待される全

身や脚部の筋量を、㈱タニタの体組成計（MC-980A）を

用いて評価する。サークルに参加する度に測定をおこ

ない、経時的な変化を把握させることで、運動継続の

効果を実感させる目的がある。 

② 椅子立ち上がり（筋力・筋パワー）測定 

玄米ダンベル体操の実践や、毎日の活動量の増加に

伴い向上が期待される下肢筋力・筋パワーを、椅子立

ち上がり測定により評価した。この測定には、我々と

㈱タニタが共同開発した測定器（BM-101）を用いた。

本測定も、サークル参加の度に実施している。 

③ 活動量測定 

毎日の身体活動量を評価するために、3軸加速度計を

配付し、装着を促した。これにより、毎日の歩数、歩

行距離、消費カロリー、脂肪燃焼量などが記録される。

また、歩数の記録票を参加者に配付し、自身で記録さ

せることで、自らの活動量を振り返るように促した。 

 

写真 2.  測定についての説明を熱心に聞く参加者 

 

 

写真 3.  体組成（奥）、立ち上がり（手前）測定風景 

 

平成 25年 10月に玄米ダンベル体操の発表会があり、

その成功に向けて練習に励んでいる。今後は、各種測

定を自身一人でもおこなえるように促し、自らの体を

自ら気遣う意欲（心）を持つことを目指す。 

被災地高齢者の心と体を元気にする運動プログラム開発と
普及のための人材養成システム構築
氏　　名：体育系　准教授　大藏 倫博
活動地域：宮城県石巻市
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平成 25年 10月 2日現在 

つくば災害復興緊急医療調整室（Tsukuba Disaster Reconstruction Emergency and Medical 
management：T－DREAM）による被災地医療復興支援の強化 
医学医療系 講師 西野 衆文 
活動地域 茨城県及び隣接県 
【概要】 
本学附属病院は、災害急性期に、茨城県内のみなら

ず隣県も対象とし、人的・物的震災支援ハブ拠点とし

て積極的に活動してきた。この実績を活かし、災害復

興期における国や茨城県との調整や災害医療・緊急医

療の体制基礎作り等を行うため、「つくば災害復興緊急

医療調整室」を設置し、被災地復興支援の強化を行う。 

 

【内容】 

(1) 災害医療講演会の実施 

ア 日時：平成 24年 9月 6日 

演題「医療機関も被災する災害対応」 

講師 阿南英明先生（藤沢市民病院救命救急セ

ンター長） 

イ 日時：平成 25年 3月 22日 

演題「首都直下型地震を想定した新たな災害医

療体制について」 

講師 坂本哲也先生（帝京大学医学部救急医学

講座） 

 

 

総合防災訓練での防災ヘリによる患者受入訓練 

 

総合防災訓練での緊急搬送の様子 

(2) 附属病院総合防災訓練の企画・活動支援 

平成 24年 12月 19日，新棟「けやき棟」の開所にあ

たり、つくば市消防本部（つくば市中央消防署），筑波

学園ガス㈱，筑波メディカルセンター病院，茨城県防

災航空隊，㈱ＮＴＴドコモの協力を得た総合防災訓練

を企画し、活動支援を行った。 

当日は 150名を超える職員、学生等が参加し、開院

以来最大規模の訓練となった。平成 25年 1月 24日に

は総合防災訓練報告会を実施し、訓練の反省や啓蒙活

動を行った。 

(3) DMATの活動支援 

ア つくば市において発生した竜巻災害に DMATを派

遣（平成 24年 5月 6日） 

イ 九都県市合同防災訓練（平成 24年 9月 1日） 

ウ NEXCO東日本 防災拠点化実証訓練 

（平成 24年 9月 12日） 

エ つくば市総合防災訓練（平成 24年 9月 30日） 

オ 関東ブロック訓練（茨城県）（平成24年11月10日） 

カ 南海トラフ大地震を想定した広域医療搬送訓練 

（平成 25年 8月 31日） 

 

竜巻被害に出動した隊員 

 

関東ブロック訓練にて 

つくば災害復興緊急医療調整室（Tsukuba Disaster Reconstruction Emergency and 
Medical management：T－DREAM）による被災地医療復興支援の強化
氏　　名：医学医療系　講師　西野 衆文
活動地域：茨城県及び隣接県
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平成 25年 9月 21日現在 

東日本大震災被災地の消防職員・公務員のストレスケアとケアメンバーへの応援プロジェクト 
人間系 教授 松井 豊 
活動地域 岩手県 A市、宮城県 B町、宮城県３市町村 
 
【概要】 

平成 23年度は、東日本大震災の津波被災地で活動し

た 2 自治体の消防職員に対してストレスケアの支援活

動を行った。支援活動の中で、被災地自治体の一般公

務員のストレスの高さに気づき、平成 24年度は被災地

3自治体の公務員のストレスの実態調査を実施した。調

査の結果、震災後 1 年半経過した時点でも、一般公務

員が業務の多忙さなどにより、高いストレス状態にあ

ることを明らかにした。 

 

【内容】 

平成 23年度は、津波の被害を受けたＡ消防本部（岩

手県）とＢ町（宮城県）の消防署において、職員のス

トレスケアの支援活動を行った。 

 

(1) 被災Ａ市消防本部へのストレスケア支援活動 

Ａ市消防本部（岩手県）の消防職員に対しては、東

京消防庁惨事ストレス部会有志による、傾聴ボランテ

ィアの支援を行った。ボランティアは、東京消防庁で

惨事ストレスの研修を受けた支援デブリーファーが中

心で、臨床心理士２名・精神衛生保健士１名を含んで

いた。実施期間は、平成 23 年 5 月から平成 24 年 1月

にわたり、被面接者は累計 104名に達した。活動 10ヶ

月後に調査を行い、支援の効果を分析した。 

 

(2) 被災Ｂ町消防署へのメンタルケア活動 

津波で被災したＢ町（宮城県）の消防署に対しては、

総務省消防庁緊急時メンタルサポートチームとして

松井他が平成 23年 5月に危機介入に入ったが、面接

した職員からの継続的支援の要請を受けた。そのため、

総務省とは独立して 2回にわたり、個別面接活動を行

った。面接は精神衛生保健士・臨床心理士・産業カウ

ンセラー・訓練を受けた消防職員などが 2名単位で行

った。活動は平成 23年 8月と平成 24年 2月の二回行

い、計 23名に面接した。 

 

 (3) 被災地自治体のストレス調査 

平成24年7月～8月に東日本大震災で被災した宮城の

3自治体に対して調査を行った。調査票は各自治体の担

当者から職員に職場配付し、個別郵送回収で行った。

対象者は3自治体で被災当時職員であった方全員（１自

治体のみ本庁勤務者全員）で975票を配布した。有効回

答は637名(回収率65.3％)で男性408名(64.1％)女性

222名(34.9％)であった。 

 

心的外傷後ストレス障害（PTSD）の症状を測定する

IES-R の得点をみると、PTSD のリスク群は 26.0％と極

めて高く、その背景には、下図のような業務の多忙さ

が影響していることが明らかになった。 

 

 

 

この結果を踏まえ、平成 25年度も 2自治体を対象に

継続調査を実施中である。 

＜業務に関して＞

4. 震災に関係する業務が多く、非常に忙しかった

1. 復旧のため業務上の混乱が長く続いた

3. 人手不足による苦労が増えた

6. 先が見えない仕事が多く、辛かった

5.　いくら働いても、仕事が終わらなかった

2. 職場でのミスやトラブルが増加した

7. 退職者が増え、業務を知っている人手が不足した

＜職場の人間関係＞

13. 横の連絡が取りづらくなった

8. 職場の雰囲気が悪くなっていた

9. 職場の人間関係で板ばさみになることがあった

10. 仕事上の問題点や責任を追及されることが多かった

11. 管理や指示が厳しかった

12. 自分の意見をきいてもらえなかった

＜職場の問題＞

14.　仕事量において不公平があった

18. 労働に見合った報酬が得られていないと感じた

16. 職場の方針に納得できないことがあった

17. 仕事に対して、正当な評価を得られなかった

15. 組織が縦割りになり、意見を言いづらくなった

＜自分の問題＞

22. 充分な休暇がとれなかった

26. 無我夢中だった

25. 体力的にきつかった

20. 仕事に関して、自分の未熟さを感じた

23. 仕事上のスケジュールがうまくたてられなかった

21. 自分の意図したように仕事ができなかった

24. 震災のことが思い出され、
　　仕事に集中できない時があった

19. 新しい同僚が増え、教育や情報伝達に苦労した

＜その他＞

27. その他

28. 苦労したことは、全くなかった 1.9%

9.3%

9.4%

11.0%

26.8%

30.8%

38.5%

40.3%

42.9%

56.4%

9.3%

13.3%

21.2%

25.1%

39.4%

5.2%

10.2%

13.0%

17.9%

19.8%

24.3%

4.6%

13.7%

33.1%

40.7%

48.4%

50.4%

63.6%

0% 20% 40% 60% 80%

東日本大震災被災地の消防職員・公務員のストレスケアと
ケアメンバーへの応援プロジェクト
氏　　名：人間系　教授　松井 豊
活動地域：岩手県 A 市、宮城県 B 町、宮城県３市町村
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平成 25年 9月 21日現在 

被災者への支援と傾聴ボランティア活動を通した心身の健康づくり 

体育系 准教授 橋本 佐由理 

活動地域 宮城県亘理郡山元町 

 

【概要】 

我々は、地震と大津波が襲った宮城県亘理郡山元町

において、被災者への心の支援活動や後方支援活動を

行っている。時間の経過と共に、震災時の体験を語る

者が増え、恐怖体験のフラッシュバックによる心身の

反応を呈する者も多くなってきた。被災地では傾聴や

癒し、問題解決支援が求められていると考える。傾聴

ボランティア活動と傾聴や癒し、問題解決支援のでき

る支援者の育成を進めている。 

 

【内容】 

(1) 被災者への心の支援活動および後方支援活動 

平成 24 年 3 月ナガワ仮設、5 月箱根仮設、8 月熊野

堂仮設、内手仮設、12 月東田（北）仮設、町民グラウ

ンド仮設、平成 25年 3月西石山原仮設、箱根仮設、と

8 ヶ所の仮設住宅において、「ここちよい人間関係をつ

くるコミュニケーション講座（内容：コミュニケーシ

ョンスキルトレーニング法、レジリエンス向上法、ス

トレス活用法など）」、および相談員や教員への後方支

援としての講座などを開催してきた。 

震災から 2 年経過する頃には、津波が襲った体験を

自然と語る者が増えてきた。「あの日、高台から津波が

来る様子を見ていた。黒い波が、空まで覆い尽くして、

暗くなって、真っ黒だった。忘れられない」、「いまだ

に恐怖で海を見ることができない」と涙ながらに訴え

ていた。講座終了後には、参加者から自分の生き方と

向き合い、希望を見出していこうとする声が聴かれた。 

 
 このような活動をする中で様々な問題が浮き彫りに

なってきた。1つ目は、ボランティア活動をする者の傾

聴スキルや問題解決スキルの低さである。ある参加者

は、ボランティアから「『あなたは命があるのだから頑

張りなさい。命があるだけでもありがたいのだ』と言

われたが、生きていることがどんなに大変か、死んで

いた方が楽だったのではないかと思う」とボランティ

アとのコミュニケーションに傷ついた気持ちを述べて

いた。また、恐怖感の強さから夜眠れないことを訴え

る者も多くなっている。 

2つ目に、ストレス反応の強い子どもが見られること

である。出会った子どもは、音に敏感である、急に何

かに脅える、落ち着きがないといった反応を見せた。 

3つ目に、震災後に雇用された相談員が、十分なスキ

ルがないために自身が苦悩を抱えてメンタルダウンし

てしまうという問題が生じていた。 

このように震災後 2 年がたち、時間の経過と共に、

恐怖体験のフラッシュバックによる心身の反応を呈す

る者が多くなってきた。そして、我々への要望も、集

団への支援のみならず個別支援を望む声が増えた。 

 そこで、集団および個別での傾聴やカウンセリング

による癒しと問題解決支援のための傾聴ボランティア

活動と、傾聴や癒し、問題解決支援のできる支援者の

育成活動が必要ではないかと考えたのである。 

 

(2) 傾聴ボランティア活動を通した心身の健康づく

りに関する活動 

 平成 25年 8月、本学において、傾聴ボランティア養

成講座を開催した。講座には 17名が参加し、コミュニ

ケーションの大切さや相手の気持ちや感情をとらえる

聴き方、被災地の現状、ボランティアの心得について

の講義と演習を行った。養成した傾聴ボランティアと

被災地で共に活動していく予定である。 

 
 

(3) プロジェクトメンバー 

橋本佐由理・手打明敏・結城俊哉・上田孝典・眞﨑由香（筑

波大学）・樋口倫子（明海大学）・山内惠子（名古屋学芸大学） 

被災者への支援と傾聴ボランティア活動を通した心身の健康づくり
氏　　名：体育系　准教授　橋本 佐由理
活動地域：宮城県亘理郡山元町
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平成 25年 10月 2日現在 

被災地における心の復興：特に児童生徒を対象に  
医学医療系 教授 朝田 隆／体育系（ヒューマン・ケア科学）教授 水上 勝義 
活動地域 茨城県北茨城市 
 
【概要】 
 北茨城市において、本学の学生が、教員の指導のも

と、それぞれの専攻領域（教育学、心理学、精神医学、

芸術学、体育学、生命環境学等）に基づき、学術ボラ

ンティアを児童・生徒に対して行う。児童・生徒のコ

ミュニケーションを促進し、孤立や PTSD（外傷後ス
トレス障害）の発生を防ぐ。 
 

【内容】 
少子化の進行にもかかわらず、大学進学率は上昇し、

特に筑波大学では留学生もさらに増加している。大学

生の死因の第 1 位は自殺だが、大学生に特化した自殺

予防の研究や対策はまだない。ところが小中学校では、

文科省により自殺予防のマニュアルを作成されている。

よって大学生に特化した自殺予防を講じる必要がある

とわれわれは考えてきた。 

 多くの疾病の予防は 1,2,3 次に分けて論じられる。

１次予防：芽生えさせないこと、2次予防：悪い芽は早

く摘むこと、3次予防：伸びてしまった芽を切り取るこ

とである。従来の自殺予防においては、2次予防、3次

予防に限られており、しかもそれらが有効か無効かの

結論もでていない。最も難しいのは 1 次予防だが、自

殺の 1 次予防研究の成果は極めて乏しいばかりか、大

学における実践も知られていない。そのような現状で、

まず 1次予防法の創成を目指そうと考えてきた。 

そこから「被災地における心の支援：特に児童生徒

を対象に」と題した介入活動を北茨城市において開始

した。その目的は被災地の子供達に対する「心の支援」

である。具体的には本学の学生が、教育学、心理学、

精神医学、芸術学、体育学、生命環境学など専攻領域

のフィールドワークを学術ボランティアとして児童・

生徒と共に行う。これにより子供達の心の復興を目指

すものである。その基本方略の立案から実施まで、主

体となるのは学生であり、これをプロジェクトの分担

者が指導・支援する。そして学術領域ごとに立案した

学術ボランティア種目を、被災地の児童生徒を対象と

して学生が被災地である北茨城市で実施する。これに

より児童生徒のコミュニケーションを促進し、孤立や

PTSD(外傷後ストレス障害)の発生をふせごうと考えた

のである。 

 具体的には、静岡県下田市にある臨海実験センター

による海洋生物の生態観察、外国人教師による三味線

を用いた音楽とともに進める英語塾、また体育学群学

生による様々な運動プログラム、さらにコンピュータ

を用いたグラフィクスと

いった企画も実施した。こ

れらを図 1～5 に示す。こ

うした活動を平成 24 年 3

月末までに繰り返し実施

した。 

 

  
図2. 外国人教師の三味線演奏 図3. 写真と自作画の芸術活動 

  
図 4. 集団運動 図 5. 大型ボールを使って 

 こうした活動は実は、ギブアンドテイクの面を備え

ている。これらの学術ボランティア活動により、学生

には絆、死生観そして生きる意味の自覚、自尊心を体

験して欲しいという願いがある。こうした支援活動を

通して得られる絆形成は他では得がたいものだろう。

自然災害に襲われ多くの人的・物的被害を受けた現場

で活動する経験は死生観や生きる意味の自覚につなが

るものと期待される。さらに自分の専攻領域の学術的

ボランティア活動が子供達にそしてその親御さん達に

喜ばれ、感謝されるならそれは学生の自尊心を高める

ことだろう。このように学術ボランティアは、学生自

身の逞しい心の育成にもつながると期待されるのであ

る。 

図 1. 海洋生物の観察 

被災地における心の復興：特に児童生徒を対象に
氏　　名：医学医療系　教授　朝田 隆／体育系（ヒューマン・ケア科学）教授　水上 勝義
活動地域：茨城県北茨城市
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平成 25年 9月 26日現在 

被災直後から心理的及び行動的問題行動を示すようになった幼児に対する支援活動の実施 
医学医療系 教授 徳田 克己 
活動地域 沖縄県、北海道、茨城県、栃木県 
 
【概要】 

原発事故後に、地縁などがない地域に疎開している

母子では周囲から孤立する傾向が強い。福島県や関東

から沖縄県や北海道に疎開している母子で、継続的な

心理学的ケアを必要とするケースが多数ある。また、

保育所保育士や幼稚園教諭から、母子疎開している家

庭の子どもの心理的問題を相談されることも多い。 

地震・津波被害や放射能事故による疎開が原因とな

って心理的不適応状態になっている親子の支援を行う

ために、北海道、沖縄県（那覇市、八重瀬町、宮古島、

石垣島）、茨城県（つくば市、鹿嶋市）、栃木県（足利

市、宇都宮市、下野市、大田原市）などの保育者、保

護者に向けた巡回相談や研修会を継続に行っている。 

 

【内容】 

訪問巡回相談活動、研修活動、調査活動 

 問題を表出している子どもがいる幼稚園・保育所を

訪問して、子どもを観察したのちに、担当保育者に対

するアドバイスを行った。 

個人情報保護義務があるため詳細なことを記述でき

ないが、地震・津波体験や疎開の状況が子どもの心身

の健康に大きな影響を及ぼしているケースがあり、継

続的なケアが必要になっている。訪問後には必ずメー

ル・電話・FAXによる経過の確認を行っている。 

 また、今年度になってからは、北海道や沖縄県の離

島に母子疎開している親子に対する相談活動を実施し

ている。福島県から疎開しているケースが多いが、な

かには東京、山梨、静岡から避難しているケースもあ

る。そのようなケースの中には日本国内を転々として

いる家族もおり、母親に放射能への恐怖心からくる精

神的な不安定さが顕著にみられる。最終的に、国外（東

南アジア、北米、ヨーロッパ、アフリカなど）に避難

する家族も多く、父親は日本に残って収入を得ている

ために、父親不在の状況で「見知らぬ外国の地」で母

子だけで生活をすることになっている。さらに海外に

疎開するのは乳幼児が多いために、日本語学習の点で

大きな問題を抱える状態である。 

 

 特に、発達障害の傾向のある子どもを連れて頻繁に

転地することは、子どもに大きな負担を与え、子ども

を不安定化させてしまう。そのような家族を支援する

ために、子育て相談会、子どもの発達相談会、個別カ

ウンセリングを沖縄県、北海道で行っている。今後は

東南アジアの母子疎開者の多い都市においても相談会

の開催を予定している。 

 

 
大学で定期的に実施している保育者勉強会 

 

 
母子疎開者に対するカウンセリング活動 

 

 
疎開児を担当する保育者に対する相談活動 

被災直後から心理的及び行動的問題行動を示すようになった
幼児に対する支援活動の実施
氏　　名：医学医療系　教授　徳田 克己
活動地域：沖縄県、北海道、茨城県、栃木県
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平成 25年 9月 21日現在 

3.11被災地市職員のメンタルヘルス支援活動 

医学医療系 教授 松崎 一葉 

活動地域 福島県いわき市 

 

【概要】 

 未曽有の大震災から 2年が経過した。 

しかしながら、福島県においては未だに震災対応や

放射線被害、または農作物・水産物などの安全管理、

避難に伴う住民の増加への対応など、震災から時間を

経た今も非常に忙しい日々を過ごしており、心理的負

担も大きい状況にある。 

そのような中、私たちは「復興の基幹となる被災地

市町村職員のメンタル支援活動と包括的予防システム

の構築」と題したプロジェクトを立ち上げた。 

 私たちが持つ産業精神医学に関する研究知見や、企

業や自治体での産業医、精神科医としての実務経験を

生かし、本学とも支援協定にある福島県いわき市にお

いて様々な健康支援活動を行っている。 

 

【内容】 

(1) 管理職対象面談 

 職場のメンタルヘルスケアにおいて、管理職が果た

すラインケアの役割は小さくない。 

しかしながら、多くの管理職職員が自身の対応方法

に自信を持てず、不安を抱えながら対応しているのが

実情である。 

 そこで私たちは、メンタルヘルス不調を抱えた部下

との接し方や、復職の際の注意点などに関して、面談

希望の管理職と個別面談を実施し、対応方法について

アドバイスしている。 

 

(2) 全職員を対象としたストレス調査 

 いわき市職員は実際にどれくらいのストレスを抱え

ているのか、また心身の不調の具合はどの位なのか、

実態を把握するためのストレス調査を実施している。 

 具体的には、いわき市で利用されているイントラネ

ットのアンケートシステムを利用し、ストレス反応や

仕事のストレス、個々のストレス対処力を反映した質

問票を用いた調査を実施し、現場にフィードバックし

ている。 

 

 

(3) 職員を対象としたメンタルヘルス研修 

 心の健康問題においては、正しい理解と知識の習得

が欠かせない。 

 そのため、一般職職員に対して「自分のストレスへ

の気づき方と対処方法」について、また、管理職に対

しては「部下のストレスサインへの気づき方」、「心の

健康問題を抱えた職員との接し方」などを盛り込んだ

研修を実施している。参加いただいた方々には「大変

わかりやすく勉強になった」、「非常に実践的であった」

など、概ね好評を得ている。 

 

(4) メール相談窓口の設置 

 私たちの訪問日以外にもできる限り対応するため、

悩み相談のメール窓口を設置し、定期的に対応してい

る。 

 

【今後の展望】 

私たちの取り組みはまだ始まったばかりであり、庁

舎内においても充分に浸透していない実情もある。幸

い、研修や面談に参加いただいた職員の方々からは好

評を博しているので、２年目となる今年度は、支援の

周知と内容の拡充に努め、より充実したものにしてい

きたいと思う。 

 

 

左から小林、大井、宇佐見、友常、鈴木 

 

 

支援活動の実際 

3.11被災地市職員のメンタルヘルス支援活動
氏　　名：医学医療系　教授　松崎 一葉
活動地域：福島県いわき市
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科学の芽を出すためのタネをまこう
－科学に触れるきっかけづくり－
氏　　名：生命環境系　助教　Matt Wood
活動地域：茨城県つくば市内、大子町、宮城県気仙沼市等
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平成 25年 10月 2日現在 

剣道を通しての復興支援活動 
体育系 准教授 鍋山 隆弘 
活動地域 福島県相馬市 
 
【概要】 
東日本大震災により、地震・津波・原発事故からの

甚大な被害を受けた福島県相馬市を中心に浜通りを支

える剣道家の皆さんとの交流、情報交換、および、そ

れに基づく地元中学生、高校生に対する剣道指導を行

った。 

 

主なねらいは 

(1) 放射線の影響により、屋外スポーツを制限されが

ちな地域において、屋内競技である剣道の果たしうる

役割を探り、被災者に実践可能な運動プログラムのひ

とつを構築するきっかけとする。 

 

(2) 元来ボランティア的、地域教育的な色合いの強い

剣道関係者のつながりが、行政のシステムに縛られる

ことなく、地域の復興に貢献できるコミュニティーと

して、また被災地の内外のネットワークとして機能す

る可能性を探る。 

 

(3) 世襲的に農業、漁業に従事する市民が多かった地

域で、そのような進路が選べなくなった中高生に剣道、

あるいは大学進学によって切り拓くことができる新た

な進路について身近に感じ、考える機会を作る。 

 

以上三点である。 
 
【内容】 
 福島県相馬市、南相馬市などで医療面から支援を行

う、東京大学剣道部ＯＢで同大学医科学研究所特任教

授の上昌広氏、教育面で支援を行う同じく東大剣道部

ＯＢで予備校講師の藤井健志氏と連携することで、福

島県相馬市の泉武館道場、および福島県立相馬高等学

校を最初の活動場所として選定、平成 25年 7月 6-7日

に訪問した。被害が甚大な浜通りの中でも、両者は現

段階でも剣道を通じた交流、教育活動が既に行われて

おり、また今後も継続的に活動できる場所である。 

 

 

 初日、7月 6日は泉武館道場を訪問。まずは同道場に

通う中学生向けに基本指導を行ってから、相馬市を中

心に新地町、南相馬市などから集まった一般の方々と

の稽古、その後情報交換を行った。専門家の少ない中

でも積極的に稽古を続けている剣道家の皆さんとの交

流は、実り多いものになった。 

 

二日目、7月 7日は相馬高校体育館を会場に、地元出

身の大学生。相馬高校、小高工業高校の剣道部員、相

馬市、南相馬市、新地町の公立中学剣道部員を対象に

剣道講習会開催。平常は各校とも部員不足の中で稽古

を続けているため、数十名が一堂に会した稽古はそれ

だけでも意義深く、情報交換と今後の連携を確認する

場としてもうまく機能した。 

 

 相馬高校では東京大学経済学部によるメンタープロ

グラム、同大医科学研究所による放射線教育、予備校

講師有志による大学受験教育、オリンピックメダリス

トを中心にした「アスリート・ソサイエティ」による

トレーニング指導など様々な支援活動が展開されてお

り、剣道を通じた活動もそれらと連携しながら継続的

に行う予定である。 

 

 
福島県立相馬高等学校にて（平成 25年 7月 7日） 

剣道を通しての復興支援活動
氏　　名：体育系　准教授　鍋山 隆弘
活動地域：福島県相馬市
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平成 25年 9月 21日現在 

震災支援プロジェクト「東北３県柔道指導キャラバン」 
体育系 准教授 増地 克之 
活動地域 岩手県大船渡市 
 
【概要】 
 嘉納治五郎氏は、柔道の創始者であり、かつ本学の

前身校である東京高等師範学校の校長であった。その

嘉納治五郎以来の伝統と歴史を誇る筑波大学の柔道方

法論研究室教員及び卒業生を含む柔道部員が、岩手、

宮城、福島の各県各地に出向き、現地の中核を担う柔

道場において、子ども柔道教室、現職の体育教員に対

する柔道指導法の講習会を行った。平成 25年度も継続

することにより、復興のための地域活力の向上を図る

と共に、学校教育現場が抱える柔道必修化に伴う各種

不安の軽減にも尽力していきたい。 

 

【内容】 
 平成 25年 1月 13日（日）、事業実施前に大船渡市役

所を訪問した。同市教育委員会の今野洋二教育長と面

談し、震災当時の様子、復興の経過と現状について話

を伺った。大学側より、被災した東北 3 県を柔道指導

により支援したいという本事業の目的について説明し

たところ、今後とも是非お願いしたいとのお言葉を頂

いた。本事業を行うにあたり、大船渡市柔道協会及び

時習館（岩手県大船渡市）関係者が中心となり、日程・

場所の調整や広報など、本事業遂行のための必要な準

備を行って頂いている。 

 引き続き、時習館において、時習館、大迫柔道スポ

ーツ少年団、大船渡市立大船渡中、大船渡第一中、赤

崎中、岩手県立大船渡東高校、大船渡高校の計 70名近

くの子ども達と、所属する各道場・学校及び大船渡市

柔道協会の指導者の 20名に柔道指導を行った。本学か

らは、引率として増地克之（体育系講師、柔道部監督）、

桐生習作（体育系特任助教、柔道部コーチ）、嵯峨寿（体

育系准教授）、萩島忠（体育センター専門職員）の 4名、

選手として平岡拓晃（体育学専攻 2 年次、了徳寺学園

職員）、山本小百合（体育専門学群 4年）、武井嘉恵（同

左）、西山雄希（体育専門学群 3年）の 4名、合計 8名

を派遣した。 

 増地講師が指導及び全体の進行を司り、子ども達は

それぞれの技の説明を受けた後、個別に技の練習し、

そこに指導者・選手が巡回して指導を行った。希望す

る子どもには、選手の前で技を披露し、上達のポイン

トについて指導者・選手から直接手ほどきを行った。

乱取は全員が指導者及び選手と 1 本以上乱取ができる

よう、2 分×10 本とした。結果、全ての子ども達が 1

〜2本の乱取を本学関係者と行うことができた。 
 

 
柔道指導前の全体説明 

 

 

平岡拓晃選手の背負投の指導 

 
 練習後の懇親会においては、現在選手として活躍し

ている筑波大学柔道部学生及び OB・OGのサイン色紙
100枚が、選手から子ども達へ手渡された。その後、全
員で円座となり、増地講師及び選手と地元の方々との

間で質疑応答が行われ、全てのプログラムが終了した。 

震災支援プロジェクト「東北３県柔道指導キャラバン」
氏　　名：体育系　准教授　増地 克之
活動地域：岩手県大船渡市
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平成 25年 10月 2日現在 

筑波大学のなでしこ安藤選手及び猶本選手によるいわき市訪問及び交流促進 

広報室 

活動地域 福島県いわき市 

 

【概要】 

 平成 25年 7月 8日、本学のなでしこ安藤梢選手（大

学院人間総合科学研究科体育科学専攻在籍）とヤング

なでしこ猶本光選手（体育専門学群在籍）が、福島県

いわき市内の小、中、高等学校を訪問した。 

 

【内容】 

 小名浜第二小学校および小名浜第二中学校では、質

問コーナーやリフティング競争などで元気な子どもた

ちと触れ合い、夢を持ち続けて努力すること、よく食

べてよく眠ること、学校の勉強をしっかりすることの

大切さを伝えた。 

 

 

小学校で記念撮影 

 

 

中学校で質問に答える安藤選手 

 

 福島県立磐城桜が丘高等学校では、同校と福島県立

平商業高等学校の女子サッカー部、市内の女子サッカ

ークラブ、フェアリーズいわきのメンバー約４０人に、

筑波大学体育系の西嶋尚彦教授とともにトラップ、シ

ュート、ドリブルなどの技術を分かりやすく指導した。 

 

 

シュートのお手本を見せる猶本選手 

 

 

女子サッカー部を指導する安藤選手 

 

 両選手は、元気な子どもたちと触れ合えて楽しかっ

た、子どもたちからパワーをもらえたと、子どもたち

との交流を楽しんでいた。 

 震災以降、筑波大学は被災を経験した大学として、

被災地の地方自治体と復興に関わる連携協定を締結し、

復興に関わる様々な支援活動を行っている。また、安

藤選手も、筑波大学と震災復興に関する協定を結んで

いる福島県いわき市や、茨城県内の小中学校計 200 校

に自身の著書を寄贈するなど、被災地の子どもたちへ

の支援活動を積極的に行っており、今回の訪問が実現

した。 

筑波大学のなでしこ安藤選手及び
猶本選手によるいわき市訪問及び交流促進
氏　　名：広報室
活動地域：福島県いわき市



教育・文化・スポーツ支援

31

平成 25年 10月 2日現在 

若い世代のための被災地出前講義プロジェクト 

教育社会連携推進室長（システム情報系 教授） 大澤 義明 

活動地域 宮城県、岩手県、福島県及び茨城県の被災地 

 

【概要】 

本事業は、被災地区における高校生の人材育成に寄

与すること、学問に対する興味・関心の継続的向上を

目的として、被災地に位置する高等学校等において本

学教員が出前講義を行うものである。本学がこれまで

蓄えた高大連携活動のノウハウをフル活用し被災地の

若い世代に対し知と夢を醸成し、震災復興に貢献する。 

教育社会連携推進室の豊富な実績を生かして、高等

学校の要望等を事前に確認し、それを踏まえ各教育組

織に依頼し出前講義の教科担当者を決定した。また、

交通条件をも含めた現在の高等学校が置かれている状

況等について情報収集し、事前に派遣教員に伝え、よ

り適切な実施となるように努めた。出前講義の実施に

当たっては、可能な限り他大学とも連携し、現地の高

等学校の要望等を適切に反映させることについても留

意した。 

 

【内容】 

(1) 平成 24年度実施内容（実績） 

9校に合計 41名の教員を派遣した。 

実施日 派遣校 県 人数 

9月 27日 大船渡高等学校 岩手 3 

10月 16日 石巻高等学校 宮城 1 

10月 17日 宮古高等学校 岩手 3 

11月 16日 久慈高等学校 岩手 3 

11月 21日 石巻好文館高等学校 宮城 2 

11月 22日 日立北高等学校 茨城 7 

11月 30日 気仙沼高等学校 宮城 2 

12月 5日 磐城高等学校 福島 11 

12月 6日 磐城桜が丘高等学校 福島 9 

 

  

上浦助教(大船渡高校)    関根教授(磐城桜が丘高校) 

図１：派遣校の位置 

 

(2) 平成 25年度実施内容（予定） 

9校に 34名の教員を派遣する。 

実施日 派遣校 県 人数 

9月 25日 宮古高等学校 岩手 2 

9月 26日 大船渡高等学校 岩手 3 

10月 21日 高田高等学校 岩手 1 

10月 22日 石巻高等学校 宮城 2 

10月 29日 釜石高等学校 岩手 2 

10月 29日 磐城高等学校 福島 10 

11月 15日 久慈高等学校 岩手 3 

11月 27日 気仙沼高等学校 宮城 3 

12月 5日 磐城桜が丘高等学校 福島 8 

 

 高大連携事業の中でも本事業に対する筑波大学教員 

の理解は高い。可能な限り、継続へ向けて努力する。 

石巻高校 

石巻好文館高校 

久慈高校 

宮古高校 

釜石高校 

大船渡高校 
高田高校 

気仙沼高校 

磐城高校 
磐城桜が丘高校 

日立北高校 

若い世代のための被災地出前講義プロジェクト
氏　　名：教育社会連携推進室長（システム情報系　教授）　大澤 義明
活動地域：宮城県、岩手県、福島県及び茨城県の被災地
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平成 25年 10月 2日現在 

学生ボランティアの支援による震災復興 

学生生活支援室（T-ACTフォーラム） 助教 大久保 智紗 

 

 

【概要】 

 つくばアクションプロジェクト（T-ACT）は、学生の

人間力育成を目指し、学生の自発的活動の支援を行っ

ている。学生の自発的活動の中には、東日本大震災の

震災復興を目指した活動があり、T-ACTではそれらの学

生の活動を支援している。今後も、学生が社会貢献活

動に参加しやすい環境を構築していくことで、震災復

興に寄与していきたいと考えている。 

 

【内容】 

 T-ACTでは、学生の人間力育成を目指し、学生の自発

的活動の支援を行っている。具体的には、学生の「や

ってみたい」という思いを具体的な行動・活動にして

いくことに働きかけ、具体的になった活動については

法的な面も含めて安全性について指導を行い、見通し

と計画性のある安全な活動が行えるよう支援を行って

いる。そして、許可された活動については、T-ACTの人

材データベースシステムや電子掲示板の活用、ビラ作

成等においても支援をすることで、活動の情報発信や

参加者募集が効果的に行えるようになっている。 

 

 

 T-ACTでは、学生自らが活動を企画し運営する活動を

T-ACTアクションとしているが、その活動の中には社会

貢献活動が多くある。そのような背景を受け、学生の

社会に貢献したいという思いを行動にする支援を行う

ため、地域で行われているボランティア活動に関する

情報を収集し、学生がボランティア活動に参加すると

いう T-ACT ボランティアの支援もスタートしている。

これまで通り、各活動の支援を行うとともに、T-ACTア

クションおよび T-ACT ボランティアの活動に関する報

告会等を開催し、学生のコミュニティ形成を推進し、

多くの学生が社会貢献活動に参加しやすい環境を構築

したい。そして、学内外の関係組織との連携を強化し、

学生の社会貢献活動を含む自発的活動に関する支援を

推進していくことで、東日本大震災後の震災復興につ

いても寄与していきたいと考えている。 

 T-ACT アクションにおいて行われた主な震災復興に

関する活動については、次ページに報告されるカササ

ギ～東北と僕らの架け橋を～に加えて、福島県楢葉町

における学習支援・ゆずり葉学習会、Tsukuba for 3.11、

東日本大震災の被災地とともに歩むボランティア活動

があるが、詳細は T-ACTの HPを参照されたい。 

 

 

 

 

人間力育成支援事業「つくばアクションプロジェクト」概念図 

学生ボランティア支援の概念図 

活動報告会における交流会の様子 

学生ボランティアの支援による震災復興
氏　　名：学生生活支援室（T-ACT フォーラム）　助教　大久保 智紗
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カササギ　東北と僕らの架け橋を
氏　　名：生命環境科学研究科　修士課程 2 年　宮田 宣也
活動地域：宮城県南石巻市雄勝地区
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いわき市に避難している楢葉町の中学生向けの
ビデオチャットを利用した学習補助
氏　　名：工学システム学類　3 年　浅川 一樹
活動地域：福島県いわき市
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Tsukuba for 3.11
氏　　名：体育専門学群 3 年　細田 真萌／生物資源学類 2 年　福井 俊介
活動地域：宮城県気仙沼市、岩手県陸前高田市、福島県いわき市、茨城県つくば市ほか
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筑波大学東日本大震災復興・再生支援ネットワークによる取り組み
氏　　名：企画室
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